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１． 2004年 3月期の連結業績（2003年 4月1日～2004年 3月31日） 
(1)連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
2004年3月期 
2003年3月期 

309,417    0.2 
308,838    0.3 

3,165  △64.2 
8,835   88.5 

4,393  △51.3 
9,014   58.4 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円    ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
2004年3月期 
2003年3月期 

3,922  △53.0 
8,346    － 

35.57 
75.46 

－ 
－ 

4.2 
9.4 

2.0 
3.7 

1.4 
2.9 

(注) ①持分法投資損益       2004 年 3 月期    －百万円 2003 年 3 月期    －百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 2004 年 3 月期 108,372,240 株 2003 年 3 月期 109,661,829 株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

2004年3月期 
2003年3月期 

226,690 
223,292 

94,471 
92,063 

41.7 
41.2 

880.97 
838.88 

(注) 期末発行済株式数(連結)  2004年 3月期 107,159,417株  2003年 3月期 109,659,996株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
2004年3月期 
2003年3月期 

16,436 
20,291 

1,292 
△24,887 

△18,734 
△7,491 

26,909 
27,831 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数    17社 持分法適用非連結子会社数   0社 持分法適用関連会社数  0社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   1社 (除外)   0社    持分法 (新規)   0社 (除外)   0社 
 
２．2005年 3月期の連結業績予想（2004年 4月1日～2005年 3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

136,000 
316,000 

400 
8,500 

100 
4,500 

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）    41円 37銭 
 

（注）1.上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   2.上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスク

や不確定要素の変動および経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく

異なる可能性があることをご承知おきください。  
    なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 6 ページをご参照下

さい。 
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  １．企業集団の状況 
 
 企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。   
 
                     

 
 
                                      
           

                                                                   
                                             

                                        
 
 
 
                                
 
 
 
                                                                 
                    
 
  
 
 
 
 
                                                
 
 
 
 
 
                                                                                             
 
                                                         
 
      
 
 
 
                       
 
 
 
 
 
 
                
            連結子会社        その他の関係会社  
    

※ 1.O.S.エンジニアリング㈱は、２００４年４月１日付けでユニアデックス㈱と合併し、消滅しております。 
※ 2.日本ユニシス・ラーニング㈱は、重要性が増したため、当連結会計年度より連結範囲に含めております。 
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 ㈱ エイタス    
（航空・旅行・運輸･ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒ

ﾝﾄ等業界向け） 

 
㈱ﾄﾚｰﾄﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ 
(商品先物取引業界向け) 

日本ユニシス・ 
      ビジネス㈱ 

㈱ 国 際 シ ス テ ム

 

日本ユニシス・ 
   ソフトウェア㈱ 

日本ユニシス・ 
ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

北海道ソフト・ 
エンジニアリング㈱

東北ソフト・ 
エンジニアリング㈱

中部ソフト・ 
エンジニアリング㈱

広島ソフト・ 
エンジニアリング㈱ 

九州ソフト・ 
エンジニアリング㈱

関西ソフト・ 
エンジニアリング㈱

日本ユニシス・ 
 情報システム㈱ 

三井物産㈱ 
（仕入代行機関） 

ソフトウェアの 
 開発委託 

周辺機器の開発製造委託 

ソフトウェア開発の提供 

保守部品の管理委託 

コンピュータシステム 
の運用・管理委託 

コンサルティングからシステム構築、運

用に至るシステム関連サービスおよび

ハードウェア・ソフトウェアの提供 
ネットワークの構築・設計、 
ハードウェア・ソフトウェアの

保守サービスの提供 
アウトソーシング、 
ネットワークサービス 
の提供 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾑ、 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｻﾌﾟﾗ

ｲ商品の提供 

  

（ソフトウェア開発会社） 

                        顧                             客 

日本ユニシス・ 
     サプライ㈱ 

アウトソーシング 
  サービスの提供

※1.Ｏ．Ｓ． 
エンジニアリング㈱

※2.日本ユニシス・

    ラーニング㈱ 

教育サービス 
    の提供 

人材教育業務委託 
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２．経営方針 
 
（1）経営の基本方針、戦略および目標とする経営指標 

日本ユニシス・グループは、顧客のビジネス戦略を最も効果的に最も迅速に実現する

顧客価値創造企業としての「IT サービスのリーディングカンパニー」を目指し、新経営

方針「Re-Enterprising」の下にグループ一丸となって努力しております。 
  

  2003 年度は「Re-Enterprising」の完成に向けて「Re-Enterprising2003」を掲げ、以

下の 3 つの機能のさらなる強化を推進してまいりました。 
① 顧客経営課題に対する提案力 
② システム構築力 
③ システム運用力 
 
①については、経営／IT コンサルティング、新規事業の企画、マーケティング、グロ

ーバル展開を担う「ビジネス開発部門」を新設し、内外から人材を結集して経営課題へ

の IT 活用法の提案能力の向上を図るとともに、各事業部門を顧客セグメント毎に再編し、

お客様とのコミュニケーションと専門知識を一層強化し、より顧客価値の高い提案が出

来るよう努力してまいりました。 
  また、国内外の最高レベルの有識者を招請してアドバイザリー・コミッティー

（ACTion）を立上げ、「価値組」未来企業に向けたシナリオの提言を開始しました。 
さらに、社内におけるコンサルタントやスーパーアーキテクトの育成コース／認定制

度を整備し、人材の充実への一層の取組みを進めました。 
②については、システムサービス機能を日本ユニシス・ソフトウェア株式会社を中心

としたグループシステムサービス各社に集約し、システム構築能力の一層の強化と生産

性の向上を図りました。 
③については、ハードウェア、ソフトウェアについてのサポート・サービス機能をユ

ニアデックス株式会社に集約し、ハード、ソフト、ネットワークの統合一体型サポート

により顧客システム稼動後の ROI（Return on Investment；投資対効果）向上支援強化

を図りました。 
 
これらの専門化したグループ各組織の密接な連携により、上流コンサルティングから

運用サポート、アウトソーシングまで一貫した高品質顧客価値創造型サービスの提供を

追求しました。 
2004 年 度 は 当 期 の 「 Re-Enterprising2003 」 を 更 に 徹 底 的 に 推 し 進 め る

「Re-Enterprising2004」を策定し、顧客価値創造型ビジネスプロセスによるサービスビ

ジネスのさらなる拡大を進め、お客様のビジネス戦略を IT 面から最も効果的に、最も迅

速に実現する企業グループを目指してまいります。その結果として、2005 年 3 月期の連

結営業利益は８７億円の達成を目標としております。 
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（2）会社の利益配分に関する基本方針 
  利益配分につきましては、市場ニーズの的確な把握の上に競合力の高い商品の企画／

開発および戦略的な投資を積極的に推進すると同時に、より一層のコスト削減／財務体

質の強化を実施し、継続的な利益還元を行うことを基本方針としています。 
 
（3）コーポレート・ガバナンスに関する考え方および施策の実施状況 

コーポレート・ガバナンスに関しましては、経営管理組織整備の一環として、2001 年

７月より導入した執行役員制度に基づき、経営管理機能と業務執行機能の分離を積極的

に進めております。また、2002 年度において社外監査役の増員や、グループ会社を含め

たコンプライアンス体制の強化を推進し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図

りました。 
さらに 2003 年度初めより、グループ総合力の強化を目的として、経営委員会の下にグ

ループ戦略会議を設置し運用を開始しています。 
また、2003 年 7 月には地域システムサービス会社 6 社を完全子会社化し、一層のグル

ープ総合力の強化を図ってまいりました。 
なお、当社の社外取締役 3 名は大株主である三井物産株式会社およびユニシス・コー

ポレーションの執行役員等であります。また、社外監査役 3 名のうち 2 名は両社の出身

者であります。 
 

（4）関連当事者との関係による基本方針 
  当社は三井物産株式会社およびユニシス・コーポレーションの関連会社であり、ユニ

シス製プロダクトを日本市場に提供しております。ユニシス・コーポレーションとはソ

フトウェア、ハードウェア製品の開発やテストのための共同プロジェクトだけでなく、

マーケティング分野においても様々なプログラムを相互協力して推進しております。 

また、それらプロダクトの仕入れに関しては、三井物産株式会社を代行機関としており、

3 社間での綿密な協力体制を敷いて対応しております。 
 
（5）会社の対処すべき課題 

2003 年度は「Re-Enterprising」の仕上げの年として「新生日本ユニシス」実現を目指

し各種施策に全力をあげて取り組みましたが、IT サービス／ソフトウェア／ハードウェ

アにおける低価格化傾向が激しく、残念ながら収益力の回復を達成するに至りませんで

した。 
 

  このため、2004 年度は当期の「Re-Enterprising2003」をさらに徹底的に推し進める

「Re-Enterprising2004」を策定し、経営／IT コンサルティング等、システム構築の前

工程およびシステム運用フェーズへの対応を強化し、切れ目のないサービスをグループ

全体で提供する上での新しい技術の獲得、新規サービスの創造、グループ各社の専門性

／生産性の向上、人材の育成、成長分野への積極的な投資、さらなるコスト構造改善に

一層努力してまいります。 
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３．経営成績および財政状態 
 
１．経営成績 
(1)当期の概況 

当期におけるわが国経済は、設備投資や輸出など最終需要の伸びに牽引される形で生

産が増加し、企業収益が改善の傾向を見せるなど、緩やかながら着実な回復の動きが見

られました。しかし、一方でデフレの早期克服や内需主導の自律的回復の実現など依然

として重い課題は残されており、景気上昇への足取りはまだ力強さが足りない状況です。 
IT 業界においても、企業の IT 投資は 3 年連続のマイナス成長となり、製品の低価格化

は一層進行するとともに、さらに中国やインドなどへの開発委託によりシステムサービ

ス面でも低価格化現象が強まりました。 
しかしながら次年度以降は、ユビキタス・ネットワーク／デジタル家電の普及、アウ

トソーシングなどの受託型サービスの拡大等の要因により、成長軌道への回復が予想さ

れています。 
このような環境下で当社は、上流提案活動およびコンサルティング案件の増加、.NET

関連システムインテグレーションビジネスの拡大、高性能 Windows®サーバ「ES7000」
の新規顧客増加、金融オープン勘定系システムの開発着手、ブロードバンド・ビジネス、

アウトソーシング・ビジネスでの金融、製造、流通を中心とした新規顧客獲得等、事業

面での着実な進展を達成した他、システム開発プロセスの能力成熟度モデルの最高位で

ある CMMI レベル５、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）、環境 ISO14001
等の認証を取得するなど、さまざまな局面で「新生日本ユニシス」実現への歩みを活発

化しました。 
特に、ソフトウェアおよびサービス分野では、ユビキタス・デバイスのデータをハン

ドリングするソフトウェア「 Information Wharf®」、データベース監視システム

「IPLocks-DSAS」、遠隔放送も可能な IP 放送システム「IP ナビキャスター™」、

「Windows セキュリティーパッチ自動適用ソリューション」など、ブロードバンド関連

／ユビキタスシステム関連の新商品、新サービスの強化等各種施策を次々に打出し、既

に高い評価を得ているサービスの一層の拡充と強化に努めてまいりました。 
 
当期の連結業績につきましては、企業の情報化投資の回復は依然として緩慢であり、

投資に対する意思決定までに時間を要する傾向が見られる環境下、売上高は３，０９４

億１７百万円（前期比０．２％増）と微増に留まりました。利益面につきましては、サ

ービス価格の低下やシステムサービスにおける不採算開発案件の発生によるコスト負担

が利益を圧迫したこと、また、退職給付費用および社会保険料の総報酬制導入による人

件費の増加や研究開発費の増加等により、当期の営業利益は３１億６５百万円（前期比

６４．２％減）となりました。経常利益につきましては、保有株式の見直しによる上場

有価証券の売却益等により４３億９３百万円（前期比５１．３％減）となりました。ま

た、当期に旧赤坂本社の不動産売却により特別利益を計上したこと、一方で退職年金制

度改定に伴う特別損失等を計上した結果、当期純利益は３９億２２百万円（前期比   

５３．０％減）となりました。 
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売上構成別に見ますと、サービス売上はアウトソーシング・ビジネスが引続き順調に伸

びたものの、システムサービスならびにサポートサービスビジネスが伸び悩み、前期比７

億３２百万円減少の１，７５３億３６百万円（前期比０．４％減）となりました。また、

ソフトウェア売上は前期並みの４９２億円（前期比０．８％増）となり、ハードウェア売

上は、賃貸収入の減少傾向が続いた一方、販売が伸びたことから前期比９億３３百万円増

加の８４８億８０百万円（前期比１．１％増）となりました。 
なお、売上構成比は、サービス売上は５６．７％（前期５７．０％）、ソフトウェア売

上は１５．９％（前期１５．８％）、ハードウェア売上は２７．４％（前期２７．２％）

となりました。 
 
(2)次期の見通し 

わが国経済は、穏やかながら着実な回復の動きが見られるものの、景気上昇への足取り

はまだ力強さが足りず、未だ先行きに不透明感があります。このような環境下、当社は、

経営方針である「Re-Enterprising 2004」において、組織毎の生産性および専門性の向上

を図るとともに、引き続き販管費の圧縮によるグル－プの経営基盤を強化することにより、

「Re-Enterprising」の完遂を目指し、「ＩＴサ－ビスのリ－ディングカンパニ－」への転

身を図ってまいります。 
以上のことから、次期連結売上高は、引き続き価格競争の激化等により、ソフトウェア

およびハードウェアでは大幅な増加は難しいものの、アウトソーシングなどの受託型サー

ビスの拡大や上流提案活動およびコンサルティング案件の増加等によりサービス売上は

堅調な推移を見込んでおり、通期では２．１％増収の３，１６０億円を計画しております。 
また、利益面では、当期実施した年金制度改革の効果のほか、システムサービスにおけ

るプロジェクトマネジメントの徹底により不採算案件の発生防止に努めるとともに生産

性の向上を図り、経常利益では倍増の８５億円を見込んでおり、当期純利益では特段の特

別利益を見込んでいないことから、１４．７％増益の４５億円を計画しております。 
 
２．財政状態 

当期の現金及び現金同等物につきましては、旧赤坂本社不動産の売却等の収入により、

フリーキャッシュ・フローが前期比２２３億２６百万円増加の１７７億２９百万円となり、

その資金をもって有利子負債の圧縮等に使用したことから、前期末に比べ１０億４百万円

減少し、新規連結１社の現金同等物を加えた結果、期末残高は２６９億９百万円となりま

した。 
 
営業活動により得られた資金につきましては、税金等調整前当期純利益は８８億９９百

万円（前期比６７億４１百万円減）となりましたが、固定資産売却益の計上１１９億４４

百万円、非現金支出費用である減価償却費２０１億８百万円（前期比１１億２３百万円減）、

および売上債権・仕入債務の増減等の結果１６４億３６百万円（前期比３８億５４百万円

減）となりました。 
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投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主に営業用コンピュータ等の有形

固定資産の取得が８９億５４百万円（前期比８２億７８百万円増）、販売用およびアウト

ソーシング用ソフトウェア等の無形固定資産の取得が１０５億９１百万円（前期比２４億 

６１百万円減）でありますが、旧赤坂本社不動産等有形固定資産の売却収入１４７億１９

百万円（前期比１４５億２２百万円増）等により１２億９２百万円の収入（前期は２４８

億８７百万円の支出）となりました。 
 
財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入金の純減少５４億１１百

万円、長期借入金の純減少３５億４４百万円、コマーシャルペーパーの償還６０億円等と

有利子負債の圧縮に努めたことに加え、自己株式の取得による支出１９億７７百万円等に

より、１８７億３４百万円の支出（前期比１１２億４３百万円増）となりました。 
 
 ２００４年３月期 ２００３年３月期 ２００２年３月期 

株主資本比率（％） ４１．７ ４１．２ ３３．０ 

時価ベースの株主資本比率（％） ４１．６ ２５．３ ３４．９ 

債務償還年数（年） ２．３ ２．８ ２．９ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ２７．０ ２２．１ ２０．７ 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ※上記指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
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４．連結財務諸表等 

連結損益計算書 
                                                                                                                

当連結会計年度 前連結会計年度 比較増減(△) 
区分 

2003.4.1～2004.3.31 2002.4.1～2003.3.31 金   額 増減率 
 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 ３０９，４１７ ３０８，８３８ ５７９ 0.2

    
売上原価 ２３４，９３６ ２３０，１６５ ４，７７１ 2.1

    
売上総利益 ７４，４８１ ７８，６７３ △ ４，１９１ △ 5.3

    
販売費及び一般管理費 ７１，３１５ ６９，８３７ １，４７８ 2.1

    
営業利益 ３，１６５ ８，８３５ △ ５，６７０ △ 64.2

    
営業外収益    

受取利息及び受取配当金 １５２ １５６ △ ３ 
上場有価証券売却益 １，２１３ １０ １，２０３ 
建物賃貸収入 ４３５ ５４４ △ １０８ 
その他 ３４０ ５２３ △ １８２ 

    
営業外費用    

支払利息 ５７４ ８８３ △ ３０８ 
訴訟和解金 １５３ － １５３ 
その他 １８６ １７２ １４ 

    
経常利益 ４，３９３ ９，０１４ △ ４，６２０ △ 51.3

    
特別利益    

固定資産売却益 １１，９４４ １ １１，９４３ 
投資有価証券売却益 ４７ ９ ３８ 
厚生年金基金 

代行部分返上差額 － ７，７９８ △ ７，７９８ 

    
特別損失    

退職給付制度改定損失 ５，４７９ － ５，４７９ 
事業構造改革費用 １，７５３ － １，７５３ 
投資有価証券評価損 ７２ １，０６５ △ ９９２ 
その他 １８０ １１８ ６２ 

    
税金等調整前当期純利益 ８，８９９ １５，６４０ △ ６，７４１ △ 43.1

    
法人税、住民税及び事業税 ３，３１６ １，０９６ ２，２２０ 
    
法人税等調整額 １，４９５ ５，９８２ △ ４，４８６ 
    
少数株主利益 １６５ ２１５ △ ４９ 

    
当期純利益 ３，９２２ ８，３４６ △ ４，４２４ △ 53.0
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連結貸借対照表 
 

当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2004.3.31 2003.3.31 
比較増減(△) 

  百万円□  百万円□ 百万円□

(資産の部)       

     

流動資産     

     

現金及び預金  ２６，９５１  ２７，８７８ △ ９２６

受取手形及び売掛金  ８３，６７９  ７９，２０８ ４，４７１

たな卸資産  １０，９７３  １５，６１７ △ ４，６４４

繰延税金資産  ９，４９４  ８，３７９ １，１１４

その他  ６，９６０  ８，３６９ △ １，４０８

貸倒引当金 △ ８２  △ ９６ １３

流動資産計  １３７，９７７  １３９，３５６ △ １，３７９

    

固定資産    

    

有形固定資産    

    

建物及び構築物  ５，００６  ６，６６２ △ １，６５６

機械装置及び運搬具  ２１，４２０  ２６，５３８ △ ５，１１７

土地  ９０２  １，６７２ △ ７６９

その他  ２，１３７  ２，９０３ △ ７６６

有形固定資産計  ２９，４６７  ３７，７７６ △ ８，３０９

    

無形固定資産    

    

ソフトウェア  １６，３５８  １２，４３３ ３，９２４

その他  ５０３  ３５３ １５０

無形固定資産計  １６，８６２  １２，７８６ ４，０７５

    

投資その他の資産    

    

投資有価証券  ８，５１１  ７，４１９ １，０９１

繰延税金資産  ９，００７  １２，１０２ △ ３，０９４

前払年金費用  １３，５５０  － １３，５５０

敷金  ９，７７０  １２，４４９ △ ２，６７８

その他  １，９９１  ２，０９６ △ １０４

貸倒引当金 △ ４４６  △ ６９４ ２４７

投資その他の資産計  ４２，３８４  ３３，３７２ ９，０１１

固定資産計  ８８，７１３  ８３，９３６ ４，７７７

資産合計 ２２６，６９０ ２２３，２９２ ３，３９８
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当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2004.3.31 2003.3.31 
比較増減(△) 

 百万円□ 百万円□ 百万円□

(負債の部)     

     

流動負債     

支払手形及び買掛金  ４２，９１８  ４０，４６０ ２，４５８

短期借入金  １，１４０  ６，５５１ △ ５，４１１

長期借入金（１年以内）  ５，６２９  ６，０９４ △ ４６５

コマーシャルペーパー  －  ６，０００ △ ６，０００

未払法人税等  ２，８７３  ６５４ ２，２１９

未払費用  １３，５６５  １２，５２７ １，０３７

引当金  １，２６１  １，１４４ １１７

その他  ２２，５３１  １７，８３０ ４，７０１

流動負債計  ８９，９２０  ９１，２６１ △ １，３４１

    

固定負債    

社債  ８，０００  ８，０００ －

長期借入金  １７,９２１  ２１，０００ △ ３，０７９

退職給付引当金  ２，０７５  ３，４０２ △ １，３２６

繰延税金負債  ３６８  － ３６８

その他の引当金  ４５７  ６６７ △ ２１０

その他  １２，９１２  ５，２１３ ７，６９９

固定負債計  ４１，７３５  ３８，２８３ ３，４５１

負債合計  １３１，６５５  １２９，５４４ ２，１１０

少数株主持分  ５６４  １，６８３ △ １，１１９

 

(資本の部) 

   

    

資本金  ５，４８３  ５，４８３ －

    

資本剰余金  １５，２８１  １５，２８１ －

    

利益剰余金  ７３，５４２  ７０，４８６ ３，０５６

    

その他有価証券評価差額金  ２，１４３  ８１４ １，３２８

    

自己株式 △ １，９７９ △ ２ △ １，９７７

資本合計  ９４，４７１  ９２，０６３ ２，４０７

負債、少数株主持分及び資本合計  ２２６，６９０  ２２３，２９２ ３，３９８
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連結剰余金計算書 

 

当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2003.4.1～2004.3.31 2002.4.1～2003.3.31 

               百万円□                百万円□

   

（資本剰余金の部）   

   

資本剰余金期首残高 １５，２８１      １５，２８１ 

   

資本剰余金期末残高 １５，２８１      １５，２８１ 

   

（利益剰余金の部）   

   

利益剰余金期首残高 ７０，４８６      ６３，００６ 

   

利益剰余金増加高 ３，９４５           ８，３４６ 

   

当期純利益 ３，９２２           ８，３４６ 

連結子会社増加に伴う増加高 ２３ － 

   

利益剰余金減少高 ８８８           ８６６ 

   

配当金 ８１６           ８２２ 

取締役賞与 ７２             ２４ 

連結子会社増加に伴う減少高 － １９ 

   

利益剰余金期末残高 ７３，５４２      ７０，４８６ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
 

当連結会計年度 前連結会計年度 
区分 

2003.4.1～2004.3.31 2002.4.1～2003.3.31 
比較増減（△） 

  百万円  百万円  百万円 
営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益  ８，８９９  １５，６４０ △ ６，７４１ 
減価償却費  ２０，１０８  ２１，２３２ △ １，１２３ 
固定資産売却益 △ １１，９４４ △ １ △ １１，９４３ 
投資有価証券売却益 △ １，２６１ △ ２０ △ １，２４１ 
引当金の減少額 △ １，６８１ △ １１，３８０  ９，６９８ 
売上債権の増減額 △ ４，１４５  ６，１７６ △ １０，３２１ 
たな卸資産の減少額  ４，６５４  ６，３９１ △ １，７３７ 
仕入債務の増減額  ２，４７０ △ ６５６  ３，１２７ 
その他営業活動によるキャッシュ・フロー  ９３２  ４，１１８ △ ３，１８６ 

小計  １８，０３２  ４１，５０１ △ ２３，４６８ 
利息及び配当金の受取額  １５２  １２１  ３１ 
利息の支払額 △ ６０９ △ ９１９  ３１０ 
特別退職支援金の支払額  － △ １６，５３０  １６，５３０ 
法人税等の支払額 △ １，１３９ △ ３，８８０  ２，７４１ 

営業活動によるキャッシュ・フロー  １６，４３６  ２０，２９１ △ ３，８５４ 
       
投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出 △ ８，９５４ △ １７，２３２  ８，２７８ 
有形固定資産の売却による収入  １４，７１９  １９６  １４，５２２ 
無形固定資産の取得による支出 △ １０，５９１ △ ８，１２９ △ ２，４６１ 
無形固定資産の売却による収入  ４，５０９  －  ４，５０９ 
投資有価証券の取得による支出 △ ４９２ △ ２４０ △ ２５２ 
投資有価証券の売却による収入  ２，３３１  ４４８  １，８８３ 
その他投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２２９  ７０ △ ２９９ 

投資活動によるキャッシュ・フロー  １，２９２ △ ２４，８８７  ２６，１８０ 
       
財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純減少額 △ ５，４１１ △ ３，６１８ △ １，７９３ 
長期借入れによる収入  ２，５５０  １，４２０  １，１３０ 
長期借入金の返済による支出 △ ６，０９４ △ ８，２０９  ２，１１５ 
社債の発行による収入  －  ８，０００ △ ８，０００ 
社債の償還による支出  － △ １０，０００  １０，０００ 
コマーシャルペーパーの純増減額 △ ６，０００  ６，０００ △ １２，０００ 
自己株式取得による支出 △ １，９７７ △ ２ △ １，９７４ 
配当金の支払額 △ ８１６ △ ８２２  ６ 
その他財務活動によるキャッシュ・フロー △ ９８５ △ ２５８ △ ７２７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １８，７３４ △ ７，４９１ △ １１，２４３ 
現金及び現金同等物の減少額 △ １，００４ △ １２，０８７  １１，０８２ 
現金及び現金同等物の期首残高  ２７，８３１  ３９，８５３ △ １２，０２２ 
新規連結による現金及び現金同等物の増加額  ８３  ６４  １８ 
現金及び現金同等物の期末残高  ２６，９０９  ２７，８３１ △ ９２１ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１.連結の範囲に関する事項 

 

（１）連結子会社の数 １７社 

 

      日本ユニシス･サプライ㈱ 

       ユニアデックス㈱ 

       日本ユニシス・ソフトウェア㈱ 他 

  なお、当連結会計年度より重要性が増したため日本ユニシス・ラーニング㈱を連結の範囲に含めております。 

 

（２）非連結子会社の数 ２社 

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、連結の範囲から除いております。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

 

持分法を適用していない非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション、他１社）および関連会社（(株)

ユニスタッフ、他４社）は、それぞれ連結純損益および利益剰余金におよぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、原価法によっております。 

 

３.会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

               

① 有価証券  

その他有価証券 

イ． 時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

ロ． 時価のないもの  移動平均法による原価基準 

 

② デリバティブ 時価法 

③ たな卸資産 

イ． 販売用 

コンピュータ 

 
主として移動平均法による原価基準 

ロ． 保守サービス用 

部品他 

 
移動平均法による原価基準 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

① 建物及び構築物  定率法によっております。ただし、連結子会社日本ユニシス・サプライ㈱の一

部の工場設備、および１９９８年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によっております。 

なお、耐用年数は６年～５０年であります。 

② 営業用コンピュータ 

   (機械装置及び運搬具) 

 賃貸販売条件等に対応し５年で残存価額が零となる方法によっております。

③ ソフトウェア      

イ．市場販売目的の 

ソフトウェア 

 見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。 

なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。 
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ロ．自社利用の 

ソフトウェア 

 見込利用可能期間に基づく定額法によっております。 

なお、見込利用可能期間は原則として５年と見積っております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率法により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(１０年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により費用処理しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

 

①ヘッジの会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約取引を、変動金利の短期借入金の金利変動リス

クに対して金利スワップ取引をそれぞれヘッジ手段として、ヘッジ取引を行っております。 

③ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、ヘッジ対象の範囲内で為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジする手段として行い、投

機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジの有効性の判定は、原則としてヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。 

 

（７）消費税等の会計処理 

 

税抜き方式を採用しております。 
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４. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

 

５. 連結調整勘定の償却に関する事項 

 

連結調整勘定は、発生年度より実質的判断による年数の見積り可能なものはその見積期間、その他については５

年間の定額法により償却しております。 

     

６. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度に確定した利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

 

７. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資であります。 

 

注記事項 

連結貸借対照表関係 

 当連結会計年度 前連結会計年度  

１．有形固定資産減価償却累計額 １０９，８７２百万円 １２０,３３１百万円 

２．保証債務 ４，９２６百万円 ５,７１１百万円 

 

連結損益計算書関係 

当連結会計年度の特別損失に計上している事業構造改革費用は、当社が進めている「Re-Enterprising」の一環として行

っている事業構造改革において実施した、中古市場からの事業撤退等に伴う商品等整理損失９４９百万円、および、エ

ンジニアリング・ワークステーションの事業戦略見直しに伴うソフトウェアの臨時償却費８０４百万円であります。 

 

連結キャッシュ・フロー計算書関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                                                          

 当連結会計年度 前連結会計年度  

 百万円 百万円 

現金及び預金勘定 ２６,９５１ ２７,８７８ 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △４２  △４７ 

現金及び現金同等物   ２６,９０９    ２７,８３１  
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セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

前連結会計年度および当連結会計年度については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウ

ェア、その他関連商品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業

務を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

 

前連結会計年度および当連結会計年度については、在外連結子会社および在外支店がないため、

所在地別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

（３）海外売上高 

 

前連結会計年度および当連結会計年度については、連結売上高に対する海外売上高の割合

が僅少のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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関連当事者との取引 
 当連結会計年度 

 （１）親会社及び法人主要株主等 

属性 その他の関係会社 

会社名 三井物産株式会社 ユニシス・コーポレーション 

住所 東京都千代田区 アメリカ合衆国ペンシルバニア州 

資本金 １９２，４８７百万円 ３百万米ドル 

事業の内容 総合商社 
ＩＴサービスおよびソリューションの

提供 

議決権等の被所有割合 直接２８．５０％  間接０．０１％ 直接２８．５０％ 

役員の兼任等 兼任 ２名 転籍 ４名 兼任 ２名 出向 ３名 
関係 

内容 
事業上の関係 ユニシス製コンピュータ等の仕入代行

コンピュータおよびソフトウェアの製

造供給元 

営業取引 営業取引 

取引の内容 
①販売および営業用コンピュータの仕

入他 

②技術情報・技術援助の提供料、商標使

用料およびソフトウェア使用料の支

払 

取引金額 １０，９０３百万円 １６，４２９百万円 

科目 買掛金および固定負債のその他 
流動資産のその他 

（前渡金） 
買掛金他 

期末残高 ４，４３９百万円 １８６百万円 １，４２０百万円

（注）１. 上記取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

２. 取引条件および取引条件の決定方針等 

① コンピュータの仕入については、ユニシス・コーポレーション等のメーカーに当社希望価格を提示

し、交渉の上諸条件を決定しております。 

なお、仕入にあたっては、仕入代行機関の同社を経由して行っておりますので、取引金額はユニシ

ス・コーポレーション等のメーカーからの仕入額と同社の仕入代行に伴う諸費用の合計額でありま

す。 

② 技術情報・技術援助の提供料、商標使用料およびソフトウェア使用料の支払については、個別に諸

条件を決定しております。 
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（２）役員及び個人主要株主等 

属性 役員 

氏名 清塚 勝久 

住所 － 

資本金 － 

事業の内容又は職業 当社監査役、東京霞ヶ関法律事務所代表 

議決権等の所有（被所有）割合 なし 

役員の兼任等 － 関係 

内容 
事業上の関係 － 

取引の内容 顧問弁護士としての顧問料の支払い 

取引金額 １百万円 

科目 なし 

期末残高 なし 

（注）１. 上記取引金額には消費税等は含まず表示しております。 

     ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

清塚勝久が東京霞ヶ関法律事務所の代表者として行った取引であり、顧問料は一般的な顧問契約条件

によっております。 

 



日本ユニシス（連結） 

-   - 19

税効果会計  
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳  
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 
     (1)流動資産                                      百万円 百万円 

繰延税金資産    
 未払賞与 ３,７６０  ３,５０４ 
 未払金（確定拠出年金制度移行分） ２,３００  －  
 たな卸資産評価損 １,３１３  １,２８６ 
 未払費用 ８８８  － 
 無償サービス費引当金 ４５８  ３９８ 
 未払事業税・事業所税 ３６４  １６５ 
 繰越欠損金 ２００  ２,５７２ 
 その他 ２０６  ４５２ 

 繰延税金資産合計 ９,４９４  ８,３７９ 
  
    (2)固定資産・負債 

繰延税金資産      
 減価償却超過額  ８,４３８   ８,３６５ 
 繰越欠損金  ４,４３４   ３,８８４ 
 未払金（確定拠出年金制度移行分）  ３,８６３   －  
 退職給付引当金  ８１８   １,５６９ 
 繰延資産償却超過額  ４３７   １,６５２ 
 その他  １,２４４   １,１８７ 

 繰延税金資産小計 １９,２３６   １６,６５９

 評価性引当額  △１４８   △１２４

 繰延税金資産合計  １９,０８７   １６,５３５ 
繰延税金負債      
 前払年金費用  △５,５１５   －  
 プログラム積立金 △３,１４５   △３,４６９

 その他有価証券評価差額金  △１,４７１   △５９３

 その他  △３１７   △３７０

 繰延税金負債合計 △１０,４４９   △４,４３３

      
繰延税金資産（負債）の純額  ８,６３８   １２,１０２ 

 
 

（注）前連結会計年度および当連結会計年度における固定資産の繰延税金資産（負債）の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
  当連結会計年度  前連結会計年度

  
  百万円 百万円

 固定資産―繰延税金資産 ９,００７  １２,１０２ 
 固定負債―繰延税金負債 △３６８  －  
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 ％  ％  

法定実効税率   ４２．１   ４２．１ 
 （調整）      
  交際費等永久に損金に算入されない項目  ４．０   ２．３ 
  住民税均等割額  １．０   ０．５ 
  法定実効税率の変更  ５．９   ０．６ 
  その他  １．１   △０．２ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率  ５４．１   ４５．３ 
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有価証券 
 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

区  分 2004.3.31 2003.3.31 

 取得原価 
連結貸借対照表

計上額 
差 額 取得原価 

連結貸借対照表

計上額 
差 額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

株   式 ２，６７８ ６，３３２ ３，６５４ ２，１３２ ３，８９３ １，７６０ 

債   券 － － － ２０ ２０ ０ 

小   計 ２，６７８ ６，３３２ ３，６５４ ２，１５２ ３，９１４ １，７６１ 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
     

 

株   式 ６３２ ５７６ △５５ ２，１９４ １，８１７ △３７６ 

小   計 ６３２ ５７６ △５５ ２，１９４ １，８１７ △３７６ 

合   計 ３，３１０ ６，９０９ ３，５９８ ４，３４６ ５，７３１ １，３８４ 

  

 （２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

区    分 
当連結会計年度 

2003.4.1～2004.3.31 

前連結会計年度 

2002.4.1～2003.3.31 

  百万円 百万円 

売    却    額 ２，３８３ ２７６ 

売却益の合計額 １，２８７ ３７ 
売却損の合計額 ２５ １９ 

  

 （３）時価評価されていない有価証券 

 

当連結会計年度 

2004.3.31 

前連結会計年度 

2003.3.31 
区    分 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 百万円 百万円 

非上場株式（店頭株式を除く） １，２９９ １，３２４ 
 

 （４）その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 

当連結会計年度 

2004.3.31 

前連結会計年度 

2003.3.31 
区    分 

１年以内 １年超５年以内 １年以内 １年超５年以内 

 百万円 百万円 百万円 百万円

債  券 － － ２０ － 
    

 

デリバティブ取引 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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退職給付 

 

(１)  採用している退職給付制度の概要 

当社は、第２１期(１９６８年度)より確定給付型の制度(日本ユニシス厚生年金基金)を設け、退職一時金制度を段

階的に移行し、１００％年金化し、また、ユニアデックス(株)は、２００１年度に当社より従業員を受入れ（転籍）、

退職金制度の継承を行い、同厚生年金基金に加入しております。 

なお、当社およびユニアデックス(株)は、確定拠出年金法の施行に伴い、退職年金制度を２００４年４月よりポイ

ント制(累積型)に変え、一部（約３割）を確定拠出年金制度（日本版401Ｋ）および退職金前払制（選択性）へ移行

し、残る確定給付型年金制度はキャッシュ・バランス・プランへ改定しました。（２００４年４月１日施行） 

この制度改定に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、「退

職給付制度改定損失」を当期の特別損失に計上しております。その他の連結子会社は、確定給付型の適格退職年金

制度および退職一時金制度を設けております。また、一部の連結子会社は総合型厚生年金基金に加入しております

が、当該厚生年金基金制度は退職給付実務指針３３項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高の

うち当該連結子会社の加入人員割合に基づく期末年金資産残高は１，６０５百万円であります。 

 

(２)  退職給付債務に関する事項   （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

① 退職給付債務                                   △１０１，３５３百万円       △１１９，５５６百万円 

② 年金資産     ８０，２５２百万円          ４８，９４７百万円 

③ 未積立退職給付債務                        △  ２１，１００百万円     △  ７０，６０８百万円 

④ 会計基準変更時差異の未処理額                       １２，５３８百万円           １６，８１３百万円 

⑤ 未認識過去勤務債務                             △  １２，０００百万円                   ２１百万円 

⑥ 未認識数理計算上の差異                            ３２，０３９百万円           ５０，３７１百万円 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額                          １１，４７５百万円       △   ３，４０２百万円 

⑧ 前払年金費用      １３，５５０百万円                ―     

⑨ 退職給付引当金                      △  ２，０７５百万円       △   ３，４０２百万円  

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

         

(３) 退職給付費用に関する事項   （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

① 勤務費用                                             ４，１５７百万円             ４，４５１百万円 

② 利息費用                                             ２，９６５百万円             ３，２６１百万円 

③ 期待運用収益                                     △ １，８９４百万円           △２，５７６百万円 

④ 会計基準変更時差異の費用処理額                       ２，４２５百万円             ２，７０８百万円 

⑤ 未認識過去勤務債務の費用処理額                            ７百万円                △６３百万円 

⑥ 未認識数理計算上の差異の費用処理額        ５，４９０百万円             ３，０３２百万円 

⑦ 退職給付費用       １３，１５１百万円           １０，８１４百万円 

⑧ 退職給付制度改定損失       ５，４７９百万円        ― 

⑨ 厚生年金基金の代行部分返上差額           ―              △７，７９８百万円 

⑩ 計       １８，６３１百万円            ３，０１５百万円 

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に含めております。 

         

(４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項       （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

① 退職給付見込額の期間配分方法               期間定額基準                    同  左 

② 割引率                                    ２.０ ％                   ２.５ ％ 

③ 期待運用収益率                           ４.０ ％                   ４.０ ％ 

④ 過去勤務債務の処理年数 １０年（定額均等費用処理）             同  左 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数               １０年（発生の翌連結会計年度      同  左 

 からの定額均等費用処理） 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数                １０年        同  左 



日本ユニシス（連結） 

-   - 23

５．生産、受注及び販売の状況 

 

（１）生産実績 

                                                                  

 
品      目 

金    額 前 期 比 

 百万円 ％

シ ス テ ム サ ー ビ ス             ８１,８０３ △２．８ 

ソ フ ト ウ ェ ア             １８,６７５ ＋２７．８ 

合           計 １００,４７８ ＋１．７ 

 

（２）受注状況 

                                                                                                

  
区     分 

受 注 高 前 期 比 受 注 残 高 前 期 比 

 
百万円 ％ 百万円 ％

サ ー ビ ス             １６３,４３６ △４．７ ７５,６５１ △８．０

ソ フ ト ウ ェ ア             ３５,５９０ △１７．６ １９,７６１ △２４．６

ハ ー ド ウ ェ ア             ７６,２５４ △１１．５ １６,０７９ △４８．９

合           計 ２７５,２８１ △８．５ １１１,４９２ △２０．３

（注） ・受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 

 ・受注高、受注残高については、従来顧客の内示を基準に集計しておりましたが、当期より契約を基準に集計する方

法に変更しております。なお、当期の受注高と受注残高を前期と同じ基準で集計した場合の受注高前期比は、サー

ビス＋１２．６％、ソフトウェア△１２．３％、ハードウェア△４．４％、合計で＋４．０％、受注残高前期比は、

サービス△２．３％、ソフトウェア△１９．２％、ハードウェア△３４．８％、合計で△１２．８％であります。 
 

（３）販売実績 

                                                     

 
区      分 

金    額 前 期 比 

 百万円 ％

サ ー ビ ス             １７５,３３６ △０．４

ソ フ ト ウ ェ ア             ４９,２００ ＋０．８

ハ ー ド ウ ェ ア             ８４,８８０ ＋１．１

合           計 ３０９,４１７ ＋０．２

                                                                                                               

   



  

2004 年 3 月期   個別財務諸表の概要                 2004年 5月7日 

上 場 会 社 名         日本ユニシス株式会社         上場取引所     東 
コ ー ド 番 号         8056                 本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.unisys.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長           氏名 島田 精一 
問合せ先責任者 役職名 コーポレートコミュニケーション室長 氏名 高橋 是光 ＴＥＬ (03)5546－4111 
決算取締役会開催日  2004 年 5 月 7 日 中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日  2004 年 6 月 25 日 単元株制度採用の有無  有(1単元  100株) 
 
１． 2004年 3月期の業績(2003年 4月1日～2004年 3月31日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％
2004年 3月期 
2003年 3月期 

251,412   △3.2 
259,598   △5.0 

△1,827    － 
4,723   83.9 

1,846  △67.5 
5,689   △7.0 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円    ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2004年 3月期 
2003年 3月期 

4,879  △22.3 
6,282    － 

44.75 
56.83

－ 
－

5.7 
7.8

0.9 
2.6 

0.7 
2.2

(注) ①期中平均株式数 2004年 3月期 108,372,240株   2003年 3月期 109,661,829株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

2004年 3月期 
2003年 3月期 

7.50 
7.50 

3.75 
3.75 

3.75 
3.75 

806 
822 

16.8 
13.1 

0.9 
1.0 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

2004年 3月期 
2003年 3月期 

196,027 
197,843 

86,827 
83,529 

44.3 
42.2 

809.99 
761.25 

(注) ①期末発行済株式数   2004年 3月期  107,159,417株 2003年 3月期  109,659,996株 
     ②期末自己株式数     2004年 3月期   2,504,107株 2003年 3月期     3,528株 
 
２．2005年 3月期の業績予想(2004年 4月1日～2005年 3月31日) 

1株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

109,500 
254,000 

1,000 
5,000 

700 
2,700 

3.75 
――― 

――― 
3.75 

――― 
7.50 

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)   24円 92銭 

 
（注）1.上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   2.上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスク

や不確定要素の変動および経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく

異なる可能性があることをご承知おきください。 

    なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 6 ページをご参照下

さい。 
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７．個別財務諸表等 

 

損 益 計 算 書 

 

  当 期 (第60期) 前 期 (第59期) 比 較 増 減 (△) 

 
区分 

 2003.4.1～2004.3.31 2002.4.1～2003.3.31 金    額 増減率

   百万円 百万円 百万円 ％

売上高    ２５１，４１２ ２５９，５９８  △ ８，１８６ △ 3.2

      

売上原価    １９４，７４７ １９７，９８５  △ ３，２３８ △ 1.6

 売上総利益    ５６，６６４ ６１，６１２  △ ４，９４７ △ 8.0

      

販売費及び一般管理費    ５８，４９２ ５６，８８９   １，６０３ 2.8

 営業利益（△は損失）   △ １，８２７ ４，７２３  △ ６，５５０ -

     

営業外収益      

 受取利息及び受取配当金    ２，３０８ ５５３   １，７５５

 上場有価証券売却益    １，２０１ １０   １，１９０

 建物賃貸収入    ４１６ ５２５  △ １０８

 その他    ６０２ ８１０  △ ２０７

営業外費用      

 支払利息及び社債利息    ５２６ ８２３  △ ２９７

 訴訟和解金    １５３ －   １５３

 その他    １７５ １０９   ６６

 経常利益    １，８４６ ５，６８９  △ ３，８４３ △ 67.5

     

特別利益      

 固定資産売却益    １２，０９７ ７０   １２，０２６

 投資有価証券売却益    ４７ ６   ４１

 厚生年金基金代行部分返上差額    － ６，６７４  △ ６，６７４

 貸倒引当金戻入額    － １２  △ １２

特別損失      

 退職給付制度改定損失    ３，８６６ －   ３，８６６

 事業構造改革費用    １，７５３ －   １，７５３

 投資有価証券評価損    ６２ １，０４８  △ ９８６

 固定資産売廃却損    ５５ ２９   ２６

 その他    ８９ ７０   １８

 税引前当期純利益    ８，１６４ １１，３０３  △ ３，１３９ △ 27.8

       

 法人税、住民税及び事業税    ２１３ １８１   ３１

 法人税等調整額    ３，０７１ ４，８３９  △ １，７６８

 当期純利益    ４，８７９ ６，２８２  △ １，４０２ △ 22.3

       

 前期繰越利益    ４１，９２４ ３６，６６７   ５，２５７

 中間配当額    ４０４ ４１１  △ ６

 当期未処分利益    ４６，３９９ ４２，５３８   ３，８６０ 9.1
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貸 借 対 照 表 

 

当期(第60期) 前期(第59期) 
区分 

2004.3.31 2003.3.31 
比較増減(△) 

 (資産の部) 百万円 百万円 百万円

流動資産        

 現金及び預金    ２３，５２３ ２３，７１５   △ １９２

 受取手形    ２４２ ２８２   △ ４０

 売掛金    ６８，８２６ ６７，００４    １，８２２

 商品    ３，６４９ ６，５０３   △ ２，８５３

 仕掛品    １，８０３ ２，６１２   △ ８０９

 貯蔵品    ５ ６   △ ０

 前渡金    ４３０ ５７８   △ １４８

 前払費用    １，３０３ ２，６０７   △ １，３０４

 繰延税金資産    ４，８１９ ５，７１８   △ ８９９

 貸付金    ７，９３８ ７，３１６    ６２１

 未収入金    ３，５２４ ３，２３３    ２９１

 その他    ５５８ ２０８    ３４９

 貸倒引当金   △ ６４ △ ７５    １０

  流動資産計    １１６，５６１ １１９，７１３   △ ３，１５１

       

固定資産        

 有形固定資産        

  建物及び構築物    ３，４４９ ５，０７１   △ １，６２１

  営業用コンピュータ    ２０，９６３ ２５，９３７   △ ４，９７３

  工具器具及び備品    １，３８９ ２，３１８   △ ９２９

  土地    ６４４ １，４１４   △ ７６９

   有形固定資産計    ２６，４４７ ３４，７４１   △ ８，２９４

        
 無形固定資産        

  ソフトウェア    １５，１３６ １１，０３２    ４，１０３

  その他    ２５０ ２５６   △ ５

   無形固定資産計    １５，３８６ １１，２８８    ４，０９８

       

 投資その他の資産        

  投資有価証券    ８，０１４ ６，９５１    １，０６２

  関係会社株式    ２，６２４ ２，１６３    ４６１

  出資金    ２００ ２０９   △ ９

  長期貸付金    ０ １６   △ １５

  破産債権更生債権等    ４９４ ７１５   △ ２２０

  前払年金費用    ９，５３５ －    ９，５３５

  繰延税金資産    ７，２８８ １０，２９３   △ ３，００５

  敷金    ８，８４３ １１，５３７   △ ２，６９３

  その他    １，０６５ ８７６    １８８

  貸倒引当金   △ ４３５ △ ６６５    ２２９

   投資その他の資産計    ３７，６３１ ３２，０９９    ５，５３１

  固定資産計    ７９，４６５ ７８，１３０    １，３３５

資産合計   １９６，０２７ １９７，８４３   △ １，８１６  
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当期(第60期) 前期(第59期) 
区分 

2004.3.31 2003.3.31 
比較増減(△) 

 (負債の部) 百万円 百万円 百万円

流動負債         

  支払手形    ８８１ ７５４    １２６

  買掛金    ４２，４３４ ３６，１７５    ６，２５９

  短期借入金    － ５，２６０   △ ５，２６０

  長期借入金(1年以内)     ５，６２９ ６，０９４   △ ４６５

  コマーシャルペーパー    － ６，０００   △ ６，０００

  未払金    ６，４０２ １，７６３    ４，６３９

  
関係会社長期未払金 

(1年以内） 
   １，１８３ １，７８７   △ ６０４

  未払費用    ６，８０８ ７，８６６   △ １，０５８

  未払法人税等    ５２ ２７    ２４

  未払消費税等    １，６５４ ２，２７６   △ ６２２

  前受金    ６，７６１ ６，８００   △ ３８

  預り金    ６９１ ２，４６４   △ １，７７２

  前受収益    ９ １４９   △ １３９

  無償サービス費引当金    ７６８ ９４３   △ １７５

  
進路選択支援補填引当金 

(１年以内) 
   １３４ １９９   △ ６４

  その他    ３６７ ８９４   △ ５２６

   流動負債計    ７３，７７８ ７９，４５５   △ ５，６７６

固定負債         

  社債    ８，０００ ８，０００    －

  関係会社長期未払金    ４４８ １，６３１   △ １，１８３

  長期借入金    １７，９２１ ２１，０００   △ ３，０７９

  長期未払金    ７，１１１ －    ７，１１１

  長期預り金    １，５１４ １，７３１   △ ２１７

  退職給付引当金    － １，８６５   △ １，８６５

  役員退職給与引当金    １８６ ２７７   △ ９１

  進路選択支援補填引当金    １５１ ２８６   △ １３４

  その他    ８９ ６７    ２２

 固定負債計    ３５，４２１ ３４，８５９    ５６１

負債合計   １０９，１９９ １１４，３１４   △ ５，１１５

 (資本の部)        

資本金     ５，４８３ ５，４８３    －

資本剰余金         

 資本準備金    １５，２８１ １５，２８１    －

利益剰余金         

 利益準備金    １，３７０ １，３７０    －

 任意積立金        

  陳腐化積立金    ８，３５０ ８，３５０    －

  別途積立金    ４，４００ ４，４００    －

  プログラム積立金    ５，０２９ ４，８２２    ２０６

  建物圧縮積立金    １３８ １３５    ３

  特別償却積立金          ２７５ ３３１   △ ５６

 当期未処分利益    ４６，３９９ ４２，５３８    ３，８６０

  利益剰余金計    ６５，９６３ ６１，９４９    ４，０１３

その他有価証券評価差額金     ２，０７８ ８１６    １，２６２

自己株式    △ １，９７９ △ ２   △ １，９７７

資本合計   ８６，８２７ ８３，５２９    ３，２９８

負債・資本合計   １９６，０２７ １９７，８４３   △ １，８１６
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利益処分計算書(案)

 

区分 当期(第60期) 前期(第59期) 比較増減(△) 
  

 百万円 百万円 
 

 百万円

      

 当期未処分利益    ４６，３９９   ４２，５３８     ３，８６０  

 プログラム積立金取崩額    ４４５   ３８６     ５８  

 特別償却積立金取崩額    ６１   ６１     －  

 計     ４６，９０６   ４２，９８６     ３，９１９  

           

           

 配当金    ４０１   ４１１    △ ９  

 (１株につき)   （ ３円７５銭 ）  （ ３円７５銭 ）   （ － ）

 取締役賞与金    ３０   ５０    △ ２０  

 プログラム積立金    －   ５９２    △ ５９２  

 建物圧縮積立金    －   ３    △ ３  

 特別償却積立金    －   ５    △ ５  

 計     ４３１   １,０６２    △ ６３０  

            

 次期繰越利益    ４６，４７４   ４１，９２４     ４，５５０  

 

(注)中間配当は次のとおり実施いたしました。 

 

実 施 日 2003年12月10日  2002年12月10日

金 額 ４０４百万円  ４１１百万円

(１株につき) (３円７５銭)  (３円７５銭)
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注記事項 

貸借対照表関係 

     当 期（第60期）    前 期（第59期） 

(１)有形固定資産減価償却累計額 １０２，５９１百万円 １１３，３８２百万円 

 (２)保証債務 ４，４７２百万円 ４，９６４百万円

 (３)配当制限 

 商法施行規則第１２４条第３

号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資

産額 

２，０７８百万円 －百万円

 商法第２９０条第１項第６号

に規定する資産に時価を付し

たことにより増加した純資産

額 

－百万円 ８１６百万円

 

損益計算書関係  
当期の特別損失に計上している事業構造改革費用は、当社が進めている「Re-Enterprising」の一環として行っている事業構

造改革において実施した、中古市場からの事業撤退等に伴う商品等整理損失９４９百万円、および、エンジニアリング・ワー

クステーションの事業戦略見直しに伴うソフトウェアの臨時償却費８０４百万円であります。 
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８．役員の異動 
 

１．新 任 
２００４年６月２５日付予定 

代 表 取 締 役 
副 社 長  アルフレッド･ 

ジー･シー･トン  （現 当社顧問） 

生年月日  1953 年 12 月 22 日生  

略  歴 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1977 年   7 月 
 

1992 年   4 月 
1996 年 11 月 

 
1999 年 12 月 

 
 

2004 年   5 月 

 
 
 
 
 
 
 
 

スペリー・コーポレーション 
（現 ユニシス・コーポレーション）入社 
同社 ジャパン・オペレーション本部長 
同社 ジャパン・オペレーション  
ヴァイス・プレジデント兼本部長 
同社 システム＆テクノロジー事業部門 
ヴァイス・プレジデント兼アジア太平洋 
＆ラテンアメリカ担当本部長 
当社 顧問（現） 

取 締 役 
( 非 常 勤 )  松 岡 鐵 哉  

 
現 三井物産株式会社 

代表取締役専務執行役員 

取 締 役 
( 非 常 勤 )  小 川 真 二 郎  

 
現 三井物産株式会社 

執行役員情報産業本部長 

取 締 役 
( 非 常 勤 )  ジャネット･ 

ビー･ワラス  

 
現 ユニシス・コーポレーション 
  エグゼクティブ・ヴァイス・ 

プレジデント 

常 勤 監 査 役  岩 永  誠  （現 三井物産株式会社検査役） 

常 勤 監 査 役  平 福 正 民  
 
現 日本ユニシス情報システム株式会社 

取締役常務執行役員 

 
※松岡鐵哉、小川真二郎、ジャネット･ビー･ワラスの３氏は、「商法」第１８８条第２項第

７号ノ２に定める社外取締役の候補者です。 
※岩永 誠氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に

定める社外監査役の候補者です。 
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２．退 任 

２００４年６月２５日付予定 

代 表 取 締 役 
副 社 長  トーマス・ケイ・ヤム   

取 締 役 
( 非 常 勤 )  林  康 夫   

取 締 役 
( 非 常 勤 )  井 澤 幸    

取 締 役 
( 非 常 勤 )  ジョージ・アール・ 

ギャザウィッツ   

常 勤 監 査 役  春 山  修  （退任後 当社顧問に就任予定） 

常 勤 監 査 役  登 山 達 夫  （退任後 当社顧問に就任予定） 

 
※今回の役員の異動につきましては２００４年５月７日付ニュースリリース 

「日本ユニシス 役員人事に関するお知らせ」でも同時に発表しています。
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（ご参考） 

第６０回定時株主総会（２００４年６月２５日開催予定）終了後の経営体制は次のとおりです。 
 
取 締 役    
 代表取締役社長 島 田 精 一   
 代表取締役副社長 アルフレッド・ジー・シー・トン  新任 
 代表取締役専務執行役員 梶 川 昭 一   
 代表取締役常務執行役員 白 鳥 惠 治   
 代表取締役常務執行役員 ギャリー・エル・ポール   
 代表取締役常務執行役員 柏 木 直 哉   
 取締役常務執行役員 佐 伯 基 憲   
 取締役常務執行役員 松 森 正 憲   
 取締役常務執行役員 堀 川二三夫   
 取締役常務執行役員 丹 羽 喜 一   
 取締役常務執行役員 アルバート・ジー・ラパーズ   
 取締役（非常勤） 藤 田 康 範   
 取締役（非常勤） 福 永  努   
 取締役（非常勤） 松 岡 鐵 哉  新任 
 取締役（非常勤） 小 川 真 二 郎  新任 
 取締役（非常勤） ジャネット･ビー･ワラス  新任 
 取締役（非常勤） レオ・シー・ダイウート   
     
監 査 役    
 常 勤 監 査 役 岩 永  誠  新任 
 常 勤 監 査 役 平 福 正 民  新任 
 監査役（非常勤） 貞 安  実  重任 
 監査役（非常勤） 清 塚 勝 久   
     
執行役員    
 常務執行役員 鈴 木 郊 二    
 執 行 役 員 原 田 陽 一    
 執 行 役 員 加 藤 俊 彦    
 執 行 役 員 平 岡 昭 良    
 執 行 役 員 小 林 正 己    
 執 行 役 員 龍 野 隆 二    
 執 行 役 員 井 上  茂    
 執 行 役 員 田 山  仁    
 執 行 役 員 伊 川  望    
 執 行 役 員 田 﨑  稔    
 執 行 役 員 藤 沢 正 幸    
 執 行 役 員 清 川 幸 三    
                                       以 上 
 




